
日本行政書士会連合会公式キャラクター“ユキマサくん”
※このパンフレットで紹介している業務はごく一部です。業務の
　詳細やその他の支援策につきましては、各地の行政書士会
　または最寄りの行政書士へお気軽にお尋ねください。

行政書士は、
公的融資・補助金申請手続きの専門家です。
国の経済対策関連補助金のご案内

〉〉〉創業
1.創業や第二創業（事業承継）に関する補助金

※各補助金は年度ごとの国の予算編成に伴い改定されます。
※上記の他にも都道府県、市町村等の補助金もあります。

〒105-0001
東京都港区虎ノ門 4-1-28 虎ノ門タワーズオフィス10F
TEL.03-6435-7330　FAX.03-6435-7331

●各補助金の公募案内や採択結果を確認するには

日本行政書士会連合会

経済産業省　中小企業庁ページ http://www.chusho.meti.go.jp/

https://www.gyosei.or.jp/

環境省ホームページ http://www.env.go.jp/

〉〉〉技術開発・新事業展開・販路拡大
1. ものづくりや新サービス、新商品開発、新生産方式導入に関する補助金
2.特定ものづくり基盤技術（12分野）の向上に関する補助金
3.小規模事業者の販路開拓支援に関する補助金
4.中小企業・小規模事業者の海外展開に関する補助金
5.異分野の事業者が連携し新たな事業分野の開拓を図るための補助金

〉〉〉地域資源の活用
1.地域資源を活用した新商品・新サービスの開発や販路開拓に関する補助金
2.中小企業者と農林漁業者の連携による新事業の創出に関する補助金
3.商店街等が民間企業やNPO法人等と連携して行う取組みに関する補助金

〉〉〉省エネ設備等導入
1.省エネ設備の導入・運用改善に関する補助金
2.設備等の入替、製造プロセス改善等により省エネ・電力ピーク対策を行うための補助金
3.工場、事業場、住宅、ビルにおけるエネルギー使用量削減に関する補助金
4.CO2排出量削減に関する補助金

詳しくは最寄りの行政書士に
お問い合わせください

中小企業・小規模事業者支援業務の
ご案内



行政書士は、中小企業経営者や小規模事業者の皆さまのお困りごとを解決するため、
幅広い分野で丁寧なサポートを行います。

行政書士は、
会社のライフステージに寄り添った
支援をいたします！

創業期から成長期、安定期を経て成熟期（承継期）、再生期に
至るまで、それぞれの段階における支援策があります。

・株式会社や NPO法人等の法人設立に関するもの
・公的融資、補助金等の資金調達に関するもの
・事業計画策定に関するもの
・建設業（新規、更新、変更）及び経営事項審査に関するもの
・産業廃棄物処分業、収集運搬業及び環境に関するもの
・旅館業許可、住宅宿泊事業届出に関するもの
・飲食店営業や風俗営業許可に関するもの

・契約書、内容証明に関するもの
・在留資格（VISA）、帰化に関するもの
・農地利用、土地転用に関するもの
・知的財産や知的資産に関するもの
・電子申請、電子調達に関するもの
・行政処分等に対する不服申立て
・遺言、相続に関するもの

● 法人の設立
● 各種営業許可の取得
● 創業計画書の作成
● 資金調達（融資、補助金）
● 契約書整備

● 各種営業許可の変更・更新手続き
● 経営力向上計画、その他事業計画書の作成
● 資金調達（融資、補助金、新株発行、ファクタリング）
● 販路拡大・海外展開に関する支援
● 取引契約書作成、社内規程類の整備
● 企業成長のための合併・買収（M&A）等の支援
● 知的資産経営の導入支援
● 雇用管理
● 営業秘密・知的財産保護
● リスクヘッジ・事業継続計画（BCP）
● 異分野企業の連携支援

● 事業承継の支援
● 営業譲渡、会社分割、合併・買収（M&A）、経営統合（PMI）
● 株式買取による承継（MBO・EBO）
● 経営者の相続・遺言支援
● 株式信託による事業承継

● 経営革新計画作成支援
● 知的資産経営の導入支援
● 資金調達（融資、補助金、新株発行、ファクタリング）
● ポートフォリオ管理としての合併・買収（M&A）等の
 支援
● 営業秘密・知的財産保護
● リスクヘッジ・事業継続計画（BCP）

● 事業再生計画・経営改善計画作成支援
● 知的資産経営の導入支援

日本行政書士会連合会での取組み
日本行政書士会連合会では、中小企業支援に関する調査研究や支援施策、手法の普及推進を目的とした
シンポジウムを開催する等、中小企業経営者の皆さまに向けて情報発信や各種支援を展開しています。
■ 2012 年に株式会社日本政策金融公庫と覚書を締結

■ 2013 年から事業承継やライフステージに沿った支援手法をテーマとした「中小企業支援フォーラム」を開催

■ 株式会社日本政策金融公庫が実施している「創業支援セミナー」、「中小企業経営セミナー」への協力

■ 独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）と連携し、「新輸出大国コンソーシアム」の支援メニューの一つとして
　都道府県行政書士会を経由して届出済み行政書士を紹介する制度を創設

行政書士が業務で取り扱う分野は次の項目が挙げられます


